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研究成果の概要（和文）：本研究は労働者のワークライフバランス実現のための支援策検討上の

示唆を得ることを目標とした。初年度は仕事と育児を両立する女性労働者、両立していない女

性労働者、事業場の管理職等への聞き取り調査を実施し、コミュニケーション上の課題が見出

された。次年度は事業場労働者を対象に自記式質問紙調査を実施し、「両立経験者」と「両立者

と働いた経験のある人」の間での認識の差が確認された。全体を通し、仕事を超えた「相互理

解」を充実させる必要性が明らかとなった。 
 
研究成果の概要（英文）：The goal of this study was to obtain suggestions for the realization 
of work-life balance of workers. First year, intended for child-rearing workers and others in 
their workplace, conducted a survey focusing primarily on communication issues in their 
workplace. 2’nd year, questionnaire survey was conducted targeting workers in particular 
workplace. As a result of overall among workers revealed the need to enhance mutual 
understanding including work and outside work life. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、我が国では少子化・高齢化の急速な

進行が続いており、女性や高齢者の働き方の
検討が課題となっている。労働の現場に注目
すると、正規・非正規雇用の 2 極化や労働時
間、休暇取得の困難などから健康や家庭・地
域生活への影響が懸念されている。 
これらの課題を改善・解決し、「仕事と生

活の調和が実現した社会」を目指すため、「仕
事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

憲章」「仕事と生活の調和推進のための行動
指針」（2007）が策定され、政府主導でのワ
ーク・ライフ・バランス施策の推進が図られ、
積極的に取り組む事業場も増えている。 
我が国の取り組みにおけるワーク・ライ

フ・バランスの定義は「仕事、家庭生活、地
域生活、個人の自己啓発など、様々な活動を
自らが希望するバランスで展開できる状態」
とされており、全ての労働者がその対象とな
っている。しかし、アメリカのワーク・ライ
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フ・バランスの原点が 1980 年代後半の働く
母親の増加に伴う保育サポートなどの施策
といわれているのと同様に、我が国の施策も
1990 年の「1.57 ショック」をきっかけに少
子化対策から始まり、その取り組みの多くは
育児に関わる勤務形態の柔軟化など仕事と
育児の両立にまつわるものとなっている。 
仕事と育児両立支援に力を入れていると

される企業への調査結果では、育児休暇のほ
かに導入されている制度として、短時間勤務
制度、所定外労働の免除などがある。ところ
が、そこで生じる労働力の不足に対する代替
要員の調整は「職場に一任する」あるいは「既
存の従業員でカバーする」と答えているケー
スが少なくない（内閣府 2006)。国の育児・
介護雇用安定等助成金には代替要員確保コ
ースがあるが、実際の代替要員の確保率は高
くない。昨今の不況下では経費のかかる対策
の実施が困難な事業場も生じており、職場内
の労働力不足は一層大きな問題となってい
る。 
先述のようにワーク・ライフ・バランスの

対象はすべての働く人であり、労働者を構成
する１概念として「産まない（産めない・ま
だ産まない）女性」がいる。申請者は産業保
健活動実践の中で、仕事と育児の両立にサポ
ートを得られる労働者が増える一方、生じる
労働力不足を引き受けた同じ職場の「産まな
い（産めない・まだ産まない）女性」が健康
を害する・仕事以外の活動を中止せざるをえ
なくなるといった状況を体験した。 
これらの状況をふまえこれまで行ってき

た調査研究では、いずれの場合も仕事と育児
の両立者の休業前後に職場内での話し合い
はなく、コミュニケーション不足の可能性が
示された。 
そこで、職場が両立支援策を導入する際に

両立者以外の労働者にも配慮した職場全体
のワーク・ライフ・バランスの実現を推進す
るための支援として、職場内の産業看護職が
保健指導技術を活用し展開可能であり職場
集団内への波及効果が期待できるコミュニ
ケーションに焦点をあてた支援方法の整備
が重要であると考え、今回の本テーマでの研
究を計画した。 
 
２．研究の目的 
研究の全体構想としては、ワーク･ライフ･

バランスの推進を産業看護の立場から支援
するための方策の提示を目標とし、本研究期
間内では、調査結果をもとに、様々な背景の
労働者への「職場のコミュニケーションに着
目したワーク･ライフ･バランス支援策」を検
討する。 
 
 
３．研究の方法 

既存の研究成果をふまえて新たに行う立
場の異なる労働者へのインタビュー調査・文
献検討から作成したワーク･ライフ･バラン
スに関するアンケート調査を行い、労働者へ
の職場のコミュニケーションに着目したワ
ーク･ライフ･バランス支援策の検討を行う。 
（１）産まない（産めない・まだ産まない）
女性労働者、仕事と育児を両立する女性労働
者、事業場の管理職等へのインタビュー調査、
国内外の関連文献レビュー 
（２）事業場で働く労働者へ（１）をふまえ
て作成したアンケート調査を実施し、結果を
もとに資料を作成・配布し認識を確認する。 
 
４．研究成果 
インタビュー調査は、一般事務、専門的業務
を担当している、両立者と同じ職場での勤務
経験がある人（両立者の同僚）、育児休暇取
得中の人（両立予定者）、産休育休取得後職
場復帰した人（両立者）、管理職経験者、人
事担当者を対象に行った。両立予定・両立者
の語りからは、妊娠や体調不良を上司や同僚
にどの時期にどのように報告をするかで悩
み言い出しにくい背景や、頑張って働きたい
意欲はあってもこどもの不確定要素のため
に「やります」と断言できない葛藤、生産性
が下がることや同僚への申し訳なさを感じ
ている状況が見出された。しかし、両立者と
同じ職場で働く同僚の立場の語りからは、両
立者が語ったような思いは伝わらないまま
ネガティブな思いとともに労働を引き受け
ている傾向があり、両立者からのコミュニケ
ーションを求めていた。管理職および人事の
立場は、適切な業務調整には両立者側から知
らせることが必要で申し出がなければ配慮
が難しいと語った。加えて人事担当者は、業
務調整には評価・給与・職務分掌・モチベー
ションなど様々なことが関わり、管理職には
処遇等への影響も説明したうえで業務調整
を行ってほしいと考えていた。様々な立場の
人への調査からは、職場構成員や管理職、人
事間で両方向にしっかりとコミュニケーシ
ョンをとれている場合、各職場構成員のワー
ク･ライフ･バランスを考慮した業務調整が
うまくできていることも確認された。 

アンケート調査は特定の事業場に勤務す
る集団を対象に行った。配布数は 946で、584
人から回答を得た。うち回答内容に不備のあ
った 8件を除く 576件を分析対象とした（有
効回答率 60.9％）。インタビュー結果同様
に、記述回答には「相互理解」というキーワ
ードが頻出し、その具体的内容として、仕事
を超えた個人的状況についても含まれてい
ることがわかった。現状としては、業務内容、
量などに関する認識には立場によってずれ
があり、確認のコミュニケーションの実施率
は低かった。インタビュー結果にある、育



 

 

児・介護休暇等職場の何らかの制度を利用す
る場合の処遇等の変化についての認知度は
低く、職場内に周知することは個々の労働者
が納得してお互いのワーク･ライフ･バラン
スを尊重する職場風土づくりに必要であろ
う。 
今回、２つの調査結果から資料を作成、配布
し反応を確認したが、3 月の震災の影響で回
収が進まず、引き続き、継続調査を行ってい
く予定である。それらをもとに、産業看護職
活動におけるワーク･ライフ･バランス支援
策を具体化していく予定である。 
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